
＜対策の方針・目標＞　

電話072-423-8811　FAX072-423-8833

　岸和田市は、大阪市と和歌山市のほぼ中間に位置し、大阪都心から約20km、関西国際
空港から約10kmの距離にあります。南北に細長い地形で、おおむね臨海部・平地部・丘
陵部・山地部に区分されています。丘陵部から山地部にかけては豊かな自然が残り、岸
和田市の特色の一つになっています。

　また、岸和田城やだんじり祭り、さらに多くの歴史・文化遺跡など、誇るべき地域資源を
有しており、特にだんじり祭りは近年のマスコミ報道などを通して、広く全国ブランドとして
その存在が知られるようになっています。また、平成23年度のNHK連続テレビ小説「カー
ネーション」の撮影舞台となりました。

岸和田城 だんじり祭り

　岸和田市では「人がいき、地域が輝くまち・岸和田」をまちづくりの目標として、将来都市
像とその実現に向けた第3次岸和田市総合計画を策定。また、国の「健康日本21」「健や
か親子21」の考えを踏まえ、岸和田市保健計画「ウエルエージングきしわだ」を策定し、健
康づくりのための環境整備や地域での取り組みを推進している。しかし、大阪府及び全国
平均を上回る自殺率や、働き盛りの年代の自殺者が多いことから、地域全体の基礎的な
自殺対応力の向上が必要と考えている。平成22年度に岸和田市いのちをつなぐ絆ネット
ワーク会議を立ち上げ、相談体制の充実や、リスクの高い人を早期に発見して、支援機関
につなぐとともに市民への啓発を行い、自殺予防に取り組んでいるところである。

大阪府岸和田市
岸和田市別所町3丁目12番1号

担当課：保健福祉部健康推進課
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 本市のデータ 

 本市の概要 

 支援に向けての取り組み状況 

（４）産業構造

就業人口 就業人口
S35国調 H12国調 H17国調 H24.4.1住基 S45国調 H17国調

120,260 200,104 201,000 202,103 1次 4,211人（5.5％） 1,388人（1.6％）
18.8% 2次 37,160人（48.9％） 23,820人（27.2％）

3次 34,567人（45.5％） 60,919人（69.6％）
S35国調 H12国調 H17国調 H24.4.1住基 分類不能 68人（0.1％） 1,429人（1.6％）

26,734 68,265 72,856 84,101 計 76,006人 87,556人
出典：「国勢調査報告」（総務省統計局）/各年10月1日

65歳以上人口比率（H17国調）

（１）面積　　72.32km2（平成24年6月1日現在）
（２）人口                               　　　　       (人）

（３）世帯数

区分

http://www.city.kishiwada.osaka.jp/


＜具体的な取組み＞

（１）総合的な取り組み 

○H22年度 ・いのちをつなぐ絆ネットワーク会議を年 3回開催 

（構成：11団体、庁内 15部署） 

○H23年度 ・いのちをつなぐ絆ネットワーク会議を年 2回開催 

      （構成：9団体、庁内 15部署） 

 

（２）普及啓発事業 

○H22年度 ・9月 街頭啓発（公共施設周辺で啓発グッズとパンフレット配布） 

･１月 講演会「笑いと健康」（講師：大平哲也先生） 

･3月 街頭啓発（駅周辺で啓発グッズとパンフレット配布） 

○H23年度 ・9月 街頭啓発（主要駅周辺で啓発グッズとチラシを配布） 

･10月 市民健康まつり参加者にパンフレット入りティッシュを配布 

･１月 講演会「カラダもゆるゆるココロもゆるゆる」（講師：高岡英夫先生） 

･3月 街頭啓発（駅周辺で啓発グッズとチラシを配布） 

 

（３）人材育成・研修 

○H22年度 ・1月 三師会合同研修「自殺予防対策事業ゲートキーパー研修」 

･2月 地域見守り（小地域ネット）ボランティア研修で自殺予防の講話 

･3月 介護事業者連絡会でゲートキーパー養成研修を開催 

･年間を通して市職員が派遣研修に参加（述べ 9人） 

○H23年度 ・9月 民生児童委員地区長研修でゲートキーパー研修 

･11月～12月 一般市民ほかを対象に自殺予防講演会を 3日間開催 

（講師：清水康之先生、本城稔先生、相田一人先生） 

講演会参加者にはゲートキーパー手帳を配布 

･年間を通して市職員が派遣研修に参加（述べ 16人） 

 

（４）対面相談 

○H23年度 ・3月 平日夜間に市民センターで「いのちと暮らしの相談会」を開催 

       （精神科医師・弁護士・就労相談員・労働相談員による総合相談） 


